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1．河川管理施設の長寿命化計画の構成
　1.1　本計画の構成
本行動計画は「都市基盤施設長寿命化計画（仮称）～戦略的な維持管理の推進に向けて～」第1編基本方針に沿った分野毎行動計画の河川・ダム・砂防編である。
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本計画

図１－１　都市基盤施設長寿命化計画（仮称）の構成















　1.2　本計画の主な対象施設
　　本計画では、表１－１に示す河川施設を主な対象とする。
　　また、表１－２に本計画における主な管理対象施設の役割と主たる材料構成を示す。

表１－１ 対象施設
	分野
	対象施設例

	河川
	堤防・護岸、地下河川等、水門等、砂防堰堤、急傾斜施設、地すべり施設、ダム　など


　　　　※河川管理施設のうち、排水機場等河川関連設備等は設備編による。

表１－２　主な管理対象施設の役割と主たる材料構成
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施設の役割における凡例
●：主目的、○：目的
主たる材料構成における凡例
○：該当、Co：コンクリート、As:アスファルト












　1.3　本計画の対象期間
　　本計画の対象期間は、平成27年度から平成36年度までの10年間とする。
しかしながら、都市基盤施設は必ずしも一定の速度で劣化、損傷するという性格のものではなく、特に河川管理施設においては、一時的な洪水や土砂災害などによっても急激に損傷および機能の低下が生じる可能性がある。また、社会経済情勢変化への柔軟な対応や、新技術、材料、工法の開発など技術的進歩に追従していく必要がある。
これらを考慮し、河川管理施設の行動計画については、PDCAサイクルに基づき概ね5年後に見直しすることを基本とする。

　＜国のインフラ長寿命化計画との整合＞
　　第1編基本方針の記載内容に沿った形で、「都市基盤施設長寿命化計画（仮称）【行動計画】（河川・ダム・砂防）長寿命化計画」と「個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）」との整合性について整理した。

表１－３　本計画と国の「インフラ長寿命化計画（個別施設計画）」との整合
（関連する項目の整理）
	インフラ長寿命化計画（個別施設計画）
※基本となる記載事項を示す
	大阪府都市基盤施設長寿命化計画（仮称）
【行動計画】

	①対象施設
	本計画の主な対象施設

	②計画期間
	本計画の対象期間

	③対策の優先順位の考え方
	重点化指標・優先順位の考え方

	④個別施設の状態等
	効率的・効果的な維持管理手法の確立
維持管理・更新等のコストの見直し

	⑤対策内容と実施時期
	

	⑥対策費用
	

















　1.4　参照すべき基準類
 　（１）国の基準
　　国土交通省「インフラ長寿命化計画（行動計画）平成26年5月21日」の「２．基準類の整備」で示される河川分野の基準類を表１－４に示す。
表１－４　国土交通省「インフラ長寿命化計画（行動計画）」に示される各分野の基準類
	
	基準名
	備考

	河川管理施設
	河川法施行令
	平成25年12月施行

	
	河川法施行規則
	平成25年12月施行

	
	河川砂防技術基準 維持管理編（河川編）
	平成25年5月改定

	
	堤防等河川管理施設及び河道の点検要領
	平成24年5月策定

	
	樋門等構造物周辺堤防詳細点検要領
	平成24年5月策定

	
	ダム・堰施設技術基準（案）
	平成25年7月改定

	
	中小河川の堤防等河川管理施設及び河道の点検要領
	平成26年3月策定

	ダム
	河川法施行令
	平成25年12月施行

	
	河川法施行規則
	平成25年12月施行

	
	河川砂防技術基準 維持管理編（ダム編）
	平成26年4月策定

	
	ダム総合点検実施要領
	平成25年10月策定

	
	ダム・堰施設技術基準（案）
	平成25年7月改定

	
	貯水池周辺の地すべり調査と対策に関する技術指針（案）
	平成21年7月策定

	
	ダム定期検査の手引き
	平成14年2月策定

	
	ダム検査規程
	昭和43年2月策定

	砂防設備 地すべり防止施設 急傾斜地崩壊防止施設
	点検ガイドライン
	平成27年度までに策定

	
	砂防設備の定期巡視点検に関する実施要領（案）
	平成16年3月策定

	
	地すべり防止技術指針
	平成20年1月策定



（２）大阪府の基準
大阪府の維持管理上の基準を表１－５に示す。
表１－５　大阪府の維持管理上の基準類
	
	基準名
	備考

	河川管理施設
	維持管理アクションプログラム《河川・ダム・砂防編》
	平成17年4月策定

	
	河川施設点検期間実施要領
	平成25年11月策定
（毎年更新）


2．維持管理・更新の現状と課題
　2.1　施設の現状
　（１）河川の管理施設数
大阪府における河川・砂防・ダム管理施設を、表２－1に示す。

表２－１　施設数量一覧
	河川管理施設
	数量
	備考

	堤防・護岸、特殊堤、堰・床止工、河道
	777㎞
	管理延長

	地下河川
	15.5㎞
	

	地下調節池
	24箇所
	

	水門、排水機場、防潮扉等
	112基
	

	船着場
	7基
	

	砂防堰堤
	852箇所
	

	急傾斜施設（擁壁、法枠、アンカー等）
	173箇所
	

	地すべり施設（集水井、横ボーリング、杭等）
	13箇所
	

	均一型フィルダム
	1基
	狭山池ダム

	中央心壁型ロックフィルダム
	1基
	箕面川ダム


平成25年度末現在
　（２）河川管理施設の現状
　　・大阪府域には人口や産業の集積した低平地が多く、水害による被災ポテンシャルが高い。
　　・昭和42年7月豪雨や千里ニュータウン開発、昭和57年7月豪雨などを契機として、これまで治水対策に積極的に取り組んできた結果、他府県と比較すると大阪府の河川整備率は９０%（50㎜/hr）と高く、老朽化が進行している。（図２－１）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・河川整備率　約90％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・低平地が多い
（低平地割合33％：全国2位）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・低平地に人口が集中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （低平地人口560万人:全国1位）



図２－１　低地人口と河川整備率



・護岸形式は、河口部や大阪市域は高潮対策としての特殊堤（鋼矢板・コンクリート）が多く、その他の箇所では、ブロック積（張）護岸が多く施工されている。（写真２－１）
[image: ][image: \\10000ws701806\h\環境整備\環境ハード（最新）\■維持管理\☆★☆地下調節地・河川★☆★\コンクリート護岸写真\神崎川出張所\神崎川（千北橋下流右岸） 圧縮.JPG][image: ]




特殊堤（鋼構造）
護岸（特殊堤を除く）
特殊堤（コンクリート）


写真２－１　河川管理施設（護岸等）

　　　・寝屋川流域はその大部分が内水域であることから、河道改修や遊水池加え、地下河川や流域調節池などの施設整備を行っている。（写真２－２）
[image: ][image: ]地下調節池
地下河川






写真２－２　放流・貯留施設


[image: ]
　　　・過去より治水対策を推進してきた
結果、現在では河川管理施設の高
齢化・老朽化が進んでおり、護岸
については今後10年で50％以上
の施設が施工後50年を超過する。
（図２－２～図２－５）
図２－２　護岸の施工年度と施工延長▶



現在
50年超
27％
50年未満
73％
20年後
50年超73％
50年未満
27％
10年後
50年超59％
50年未満
41％





図２－３　ブロック積護岸の経過年数
※母数は、施工年が概ね把握できているブロック積護岸約460㎞
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図２－４　地下調節池の施工年度と施工数
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図２－５　地下河川の施工年度と施工数



[image: ][image: ][image: ]　　各施設では、老朽化に伴う劣化及び河道状況に変化などによる損傷が発生している。その事例を写真２－３～２－７に示す。





写真２－３　護岸の損傷
ひび割れ
はらみ
河床洗掘
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写真２－４　護岸の崩壊

[image: \\10000ws701806\h\環境整備\環境ハード（最新）\■維持管理\☆★☆地下調節地・河川★☆★\コンクリート護岸写真\西大阪治水事務所\尻無川\RIMG0170.JPG][image: \\10000ws701806\h\環境整備\環境ハード（最新）\■維持管理\☆★☆地下調節地・河川★☆★\コンクリート護岸写真\西大阪治水事務所\安治川\【船点】安治川09-1右岸護岸破損.JPG][image: ]





写真２－５　特殊堤（コンクリート）の損傷
表面劣化
ひび割れ
剥離・鋼材露出


[image: \\newjec\dfs\125.河川G大阪\業務件名\3.河川構造Ｔ\件名Data\H25\132578_木津川鋼矢板調査\07_現地写真\20131113_谷口\IMGP1808.JPG][image: ][image: \\newjec\dfs\125.河川G大阪\業務件名\3.河川構造Ｔ\件名Data\H25\132578_木津川鋼矢板調査\07_現地写真\20131113_谷口\IMGP1838.JPG]塗装の剥がれ・錆
鋼材の腐食
鋼材の貫通穴（水中部）






写真２－６　特殊堤（鋼構造）の損傷
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写真２－７　地下河川・地下調節池の損傷
ASR
漏水・錆汁
鋼材の発錆



（３）維持管理の重点化
　　・防災施設として確実な機能の発揮や施設の更新時期の平準化のため、これまで維持管理費を増やし、点検やパトロールを充実するとともに、護岸や水門などの計画的な補修更新など予防保全対策の強化を進めるなど、効果的・効率的な維持管理の取組みを進めている。

　2.２　点検・維持管理の現状
　
　　大阪府における現在の河川管理施設に対する維持管理の流れの概要は以下の通りである。
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図２－６　現在の維持管理の流れ
（１）点検の現状
１）点検の種類
　　　本府では、河川管理施設に対して下記の点検を実施している。
　　　・定期点検（河川管理施設）
　　　・定期点検（河道管理）
　　　・定期詳細点検（河川管理施設）
　　　・日常パトロール（巡視）
　　　・緊急点検　　　※上記の他、事務所によっては船舶点検等も実施している。
　　　①定期点検（河川管理施設）
　　　【目的】出水期前に河川管理施設の異常箇所を把握し、必要に応じ応急対策、補修工事を実施する
　　　【点検者】府職員、関係市町村（水防管理団体）等
　　　【方法】徒歩による目視点検
　　　【頻度】1回/年（11月～2月に実施）
　　　【実施範囲】府管理河川のうち要水防区間等
　　　②定期点検（河道管理）
【目的】測量により河床の状況を調査し、土砂の堆積状況や河床の洗掘状況を把握するとともに、過去の調査との比較により河床の変動傾向を把握する
　　　【点検者】コンサルタント職員
　　　【方法】横断測量（測点毎）
　　　【頻度】1回/5年（過去の実績：H13、H18、H23）
　　　【実施範囲】府管理河川（感潮区間を除く）
　　　③定期詳細点検
　　　【目的】建設コンサルタントの有する専門的知見に基づき、施設の詳細な点検を実施し、河川管理施設の損傷状況等を把握する。
（空洞化の疑われる箇所はコアボーリング等により堤防内部の状況を確認）
　　　【点検者】コンサルタント職員
　　　【方法】徒歩による目視点検、コアボーリング等
　　　【頻度】1回/5年（河川カルテ更新時（予定））
　　　【実施範囲】府管理河川（感潮部を除く）
　　　④日常パトロール（巡視）
　　　【目的】堤防、管理用通路、転落防止柵等の損傷状況を確認し事故の未然防止を図り、併せて、不占等不法行為を早期発見し、是正を行う。
　　　【点検者】府職員等
　　　【方法】車両や徒歩による目視点検
　　　【頻度】1回/週～数か月
　　　【実施範囲】府管理河川のうち、通行が可能な範囲
　　　⑤緊急点検
　　　【目的】台風や洪水、地震後などに河川管理施設に損傷がないかを確認する。また、他施設等で事故が発生した場合に、同種の危険性がないか河川管理施設について確認する。
　　　【点検者】府職員
　　　【方法】車両や徒歩等による目視点検
　　　【頻度】随時（必要な都度）
　　　【実施範囲】点検目的により異なる

　　なお、府職員が実施している定期点検や日常パトロールの点検結果や苦情要望等は、建設CALSシステムに点検日や不具合の箇所、その状況、写真等のデータ蓄積を行っている。











　《参考》河川法改正による河川管理者の責務の明確化
　　平成25年6月の河川法改正に伴い、河川管理者の責務が明確化されるとともに、点検の手法や頻度について規定された。その主な内容は以下の通りである。

　　【河川法】
第15条の2　河川管理者又は許可工作物の管理者は、河川管理施設又は許可工作物を良好な状態に保つように維持し、修繕し、もつて公共の安全が保持されるように努めなければならない。
　　【河川法施行令】
第9条の3
二　河川管理施設等の点検は、適切な時期に、目視その他適切な方法により行うこと。
三　前項の点検は、ダム、堤防その他の国土交通省令で定める河川管理施設等にあっては、1年に1回以上の適切な頻度で行うこと。
　　【河川法施行規則】
第7条の２　河川管理施設等は、次に掲げるものとする。
二　堤防（堤内地盤高が計画高水位より高い区間に設置された盛土によるものを除く）
三　前号に掲げる堤防が存する区間に設置された可動堰
四　第二号に掲げる堤防が存する区間に設置された水門、樋門その他の流水が河川外に流出することを防止する機能を有する河川管理施設等

　※府では、定期点検（河川管理施設）などの点検を実施しており、法改正により義務付けられた点検（目視等、年1回以上）は確保している。
















２）施設毎の点検種別
　現在、各施設で実施している点検の種類は、表２－２のとおりである。

表２―２　点検種別
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凡例　　○：直営で実施　●：委託で実施



　　３）点検の頻度（重点化）
　　　定期点検は実施回数が少ないため、全川一律の頻度で実施しているが、日常点検においては全区間を同一の頻度で点検するのではなく、限られた人員の範囲で効率的に行うため、基本的な考え方として下記の通りの区分で点検頻度を設定している。ただし、詳細については、人員や地域の特性等に応じて各事務所で区間や頻度設定を行っている。（表２－３）














表２－３　日常点検における重点化区間設定の考え方
	区分
	頻　度
	摘　要

	重点化区間
（都市河川部）
	2回/週以上
	下記１～４を満たす区間のうち、大阪市及びその周辺の都市河川部で、著しく都市化が進んでいるため、特に重点的に点検を実施する必要がある区間

	重点化区間
	1回/週以上
	１　家屋が河川敷に近接しており、短期間の増改築工事で不法占拠させる可能性が高い区間

	
	
	２　周辺に家屋は少ないが大型車両が進入可能で、不法投棄される可能性が高い区間

	
	
	３　周辺の都市化が進み、護岸・堤防等が破損した場合に大規模な浸水が生じる可能性が高い区間

	
	
	４　道路認定されていない管理用通路であるが、車両・歩行者の通行が多く、河川管理施設の破損が事故につながる可能性の高い区間

	その他の区間
	1回/2週以上
	上記以外の区間



（２）評価の現状
　　本府では、不具合箇所に計画的に対処していくため、定期点検（河川管理施設）及び定期点検（河道管理）の結果から、損傷の度合い、河積阻害率に応じて損傷度（健全度）を判定（a～cランクに区分）し、社会的影響度を考慮して、優先度を設定している。
１）健全度評価
　①護岸、河床低下等の評価
河川管理施設の損傷度による評価は、その損傷具合に応じてランク分けを行っている。その判定基準を表２―４に示す。














表２－４　老朽化護岸、河床洗掘の損傷度判定表
	分類
	判定基準
	損傷例

	aランク
	既に護岸等施設に著しい損傷が判明し、現状において治水機能に支障をきたしている箇所
	・河床低下による基礎流出、浮き、沈下、矢板の根入れ不足
・護岸背面の土砂流出（死に体）
・擁壁、ブロック積等のひび割れ（幅3㎝以上、延長3m以上）
・HWL以下で護岸等の目地開きからの出水
・堤防、護岸に対し、構造上悪影響を及ぼしている樹木の繁茂、
　また治水上著しく河積阻害に繋がる樹木の繁茂　　　　など　　　　

	bランク
	中程度の損傷が判明し、放置すれば施設の崩壊、または治水機能に支障をきたす恐れがある箇所
	・護岸基礎部までの河床低下
・護岸背面の土砂流出（護岸損傷なし）
・護岸のはらみ（亀裂を伴わない）
・擁壁、ブロック積等のひび割れ（幅1㎝以上、延長1m以上）
・ブロック、石積の欠損　　　　　　　　　　　　　　　など

	cランク
	小さなひび割れ等の変状が見られ、引き続き経過観察を行っていく必要がある箇所
	・目地部の開き（目地部からの出水なし）、ヘアクラック
・河床洗掘傾向
・河道内の漏水
・裏法の破損（掘込区間）



　②堆積土砂の評価
堆積土砂の河積阻害率による評価（ランク分け）は表２―５の通りである。

表２－５　堆積土砂の河積阻害率によるランク分け
	分類
	河積阻害率
	備考

	aランク
	20％以上
	築堤はHWL評価
掘込は満流評価

	bランク
	10～20％
	

	cランク
	20％未満
	







　　２）優先度評価
　　　①護岸、河床低下等の評価
損傷度判定の結果、ａまたはｂとなった箇所については、「人家等への影響」を考慮して危険ランクの判定を行っている。人家等への影響とは、人家等に洪水氾濫等による被害が及ぶ区域とし、具体的には、
・築堤河道並びに掘込河道において、河川に隣接して住家が張り付いている区域等とし、目安としては、河川保全区域に人家が建ち並んでいる区域等。
・築堤河道においては、破堤した場合に氾濫水が河川から離れた地域へも浸水を引き起こす区域とし、原則、全築堤区間とする。ただし、現地や地形図等から判断して、明らかに破堤による被害の及ばない区域は除外。
　　　　　　としている。



人家等への影響
河川巡視点検等により発見された損傷箇所
影響あり
影響なし
「a」箇所
「b」箇所
「c」箇所





「a⇒A箇所」
「b⇒B箇所」
「a⇒C箇所」
「b⇒C箇所」
「C」箇所













図２―７　護岸、河床低下の優先度判定基準

　　　②堆積土砂
　　　　　堆積土砂による社会的影響度の評価項目は、堆積箇所における地先の危険度、人家隣接、道路隣接、堤防形状、河川利用とし、それぞれを点数化して影響度を高、中、低に分類している。

表２―６　堆積土砂の優先度判定基準
	
	影響度

	
	低
	中
	高

	河積阻害率
	a
	C
	B
	A

	
	b
	C
	C
	B

	
	c
	C
	C
	C









（３）維持管理手法の現状
　　河川管理施設の損傷等については、P14「（２）優先度評価」の判定結果に基づき、優先度の高い箇所から順次対策を実施している。これらの対策は、損傷状況や河積阻害率の点検結果に応じて実施しているものであり、維持管理手法としては、状態監視型の予防保全対策となる。
ただし、河川管理施設は洪水等の影響を受けるものであることから、災害等による護岸崩壊等、やむを得ず事後保全型の維持管理手法となる場合もある。



　2.３　当該分野における課題

河川管理施設は府民の生命・財産を水害等から守る防災施設であることから、常にその機能を維持することが必要である。そのため、点検、維持、補修などの充実を図り、効率的・効果的な維持管理を実施していかなければならないが、前述のとおり、施設の高齢化が進んでいることから、施設の劣化・損傷箇所の増加が懸念されるとともに、職員数の減少等により、十分な点検体制の確立を図ることが困難な状況にある。
このような状況を踏まえ、現在の維持管理における課題は以下とおりである。
（１）点検の課題
・目視による外観点検であることから、護岸背面等堤防内部の状況が把握できていないため、不可視部の点検手法を確立する必要がある。
・老朽化が進んでいる護岸や洗掘又は堆積傾向にある河道など、各河川は其々、異なった特性を持っているが、現状では河川特性に応じたきめ細やかな点検が実施できていないことから、各河川において点検時に注視すべき箇所・点などを考慮した河道特性に応じた点検計画等を作成し、これに基づいた点検の確実な実施が重要である。
・点検すべき河川延長が長大であり業務量が多いため、点検の実施にあたっては、河川関連業務に携わる技術職員だけでなく、道路や公園などその他の技術職員も参加して実施しているが、点検すべき箇所・視点を共有できていないことが想定されるため、点検項目の設定等を検討する必要がある。
・点検結果は建設CALSシステムに蓄積しているが、蓄積されたデータは、損傷箇所の把握及び次年度の点検時に活用されているのみであり、データを有効に活用するためには、具体的な活用方法の検討を行う必要がある。
　（２）評価の課題
　　・護岸など河川管理施設の損傷度の評価において、評価基準が定性的・感覚的な表現となっており、その定義が曖昧であるため、判定者によってばらつきが生じている可能性がある。このため、明確な判定基準を作成し、判定のばらつきを最小限に抑える必要がある。特に損傷度評価は、補修工事の優劣など緊急度の判断に関わるものであり、明確で分かりやすい基準の作成は重要である。
　（３）維持管理手法の課題
　　・河川管理施設が有する機能を維持することができる補修タイミングやその判定方法が定まっていないため、目標管理水準等を設定し、適切なタイミングで補修を実施する必要がある。
　　・これまで実施した補修工事については、その効果検証等の事後評価が行われていないため、期待している効果が得られているかが不明であることから、施工後の経過観察等を行い、その効果を検証する必要がある。また、この結果に基づいて、以降の補修工事の工法選定に活用することが重要である。
　　・河床内に堆積する土砂は順次除去を進めているが、除去を行っても繰返し堆積することが多く、縦断勾配の見直しなど河道特性を踏まえた効果的な対策を検討する必要がある。
３．戦略的維持管理の方針
3.1　河川管理施設の維持管理にあっての基本理念

　　河川維持管理は、河川管理の目的である、洪水、高潮等による災害が防止され、河川が適切に利用され、流水の正常な機能が維持され、及び河川環境の整備と保全がされるよう、河川及び河川の存する地域の特性を踏まえつつ、総合的に行うことを基本とする。
　　　築堤、掘削、構造物改築等の河川改修工事が完成しても、その維持管理が十分に行われなければ、年月を経るにしたがって、堤防には法面に適さない植生が繁茂し、河道内では洗掘や土砂堆積が発生し、河川管理施設も劣化や老朽化が進行し、河川管理上支障となる事態が発生し、洪水を安全に流下させることが困難になる。したがって、平素から、河道、堤防やその他の河川管理施設を良好な状態に保全し、その本来の機能が発揮されるように、計画的に維持管理するものとする。
本府は、過去の災害を契機として治水対策を推進してきていることから、施設が高齢化し、また、都市化が進んでいるため、一旦水害が発生すれば甚大な被害が想定される。府民の安全・安心を確保するため、適切に河川管理施設の維持管理を実施することが必要である。
このためには日常点検や定期点検等により、堤防、護岸、床止等の状態把握に努め、異常を発見した際には補修等の必要な措置を講じて災害を未然に防止しなければならない。
　　　また、河川は公共用物であることから、スポーツ・レクリエーション活動、舟運、街づくり等の多様な要請に応えることができるよう、必要に応じてこれら相互の調整を図りつつ、適正に維持管理していく必要がある。特に都市化が進む本府では、市街地を流れる河川が、貴重な府民の憩い空間として様々な利活用が図られるようにしなければならない。
一方、河川敷地の不法占用や不法投棄が後を絶たない状況にあるが、これらは洪水の安全な流下や他の河川利用、河川環境に支障を及ぼす行為であり、発見した場合には、原因者に原状回復の指示や撤去の指示を行う等により、厳正に対処するものとする。
　　　　　（国土交通省河川砂防技術基準　維持管理編（河川編）より抜粋し一部修正）










４．効率的・効果的な維持管理手法の確立
　4.1　基本方針
【基本方針】
施設の補修や更新に的確に対応していくため、点検や診断手法の充実、予防保全対策の拡充、補修や更新時期の最適化など、効率的・効果的な維持管理手法を確立する。
河川においては、各河川で作成している河川カルテ及び維持管理計画を活用し、各河川の特性を踏まえたうえで、計画的な点検、補修計画の立案を行い、計画的な維持管理を実施していく。
また、維持管理データの蓄積や科学的、専門的な知見の高まり等により段階的に取組が実現できるものもあることから、時間的なプロセスを明確にし、効率的・効果的な維持管理手法を確立し、継続的に見直しを図る。
併せて、現場技術者の具体的な行動指針となるよう、現在の取組の評価・検証と一連の業務実施プロセスの明確化を図る。

（１）維持管理業務フロー
　　これまでは、定期点検結果等に基づいた維持管理を実施してきたところであるが、点検結果による維持管理に加え、河川の特性を踏まえた維持管理を実施していく必要がある。
　　そこで、今後は現在作成中の河川カルテを用いて維持管理を実施することとし、その業務フローを図４―１に示す。
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図４－１　維持管理業務フロー

　　なお、現在は点検データを蓄積している建設CALSシステムと、河川カルテのシステム連携が図られていないことから、今後はデータの一元化を図るため、建設CALSシステムと河川カルテの連携を進めていく。
　（２）河川カルテを活用した維持管理の実施
　　　これまでの河川管理施設の維持修繕は、定期点検結果に基づき実施してきたところであるが、これは損傷箇所を点で捉えたものであり、河川全体を見た対策は行っていない。
　　　そこで、施設の施工年度や損傷箇所の分布状況、周辺の土地利用状況、河床変動傾向、河床材料等を一元的に把握し、その状況に応じた点検や予防保全対策工事・維持修繕工事の実施を行う必要がある。
　　　本府ではこれらの情報を取りまとめた河川カルテ及び、各河川の特性を踏まえた維持管理計画を、平成25年度から順次作成しているところである。今後は、点検結果に基づく維持修繕工事に加え、この河川カルテを活用した計画的な対策を実施することとする。
　　　また、河川カルテ・維持管理計画を活用して、今後計画的に補修していく箇所等について、10か年計画を策定するとともに、河川カルテの更新時等において、適宜10か年計画を見直していくものとする。
　　　なお、河川カルテは河川を維持管理していくうえで必要な情報を記載しておく必要があり、今後維持管理を実施する中で、現在の記載されている項目以外に新たに記載すべきと判断される項目が出てきた場合には、随時様式を変更し対応するものとする。
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※上記河川カルテは一部分を抜き出したものであり、本来の河川カルテは平面図下に左岸側の情報が記載されている。


※本図は河川カルテの一部であり、実際の河川カルテには平面図の下段に左岸側の情報が記載されている。

図４－２　河川カルテ









　4.2　点検、診断、評価の手法や体制等の充実
（１）点検
１）点検の目的
　点検業務（点検、診断・評価）の目的は、「施設の現状を把握し、不具合の早期発見、適切な処置により、利用者および第三者への安全を確保すること」および「点検データ（基礎資料）を蓄積し、点検の充実や予防保全対策の拡充、計画的な補修や更新時期の最適化など効率的・効果的な維持管理・更新につなげること」とする。

　　　２）点検業務種別の選定
[image: ]施設の特性や状態、重要度等を考慮した上で、「図４―３点検の分類」及び「表４－１点検の種別と概要」により、全ての管理施設を対象に、必要となる点検種別を選定し、点検を実施する。












図４―３　点検の分類

表４－１　点検の種別と概要
	点検業務種別
	定義・内容

	日常パトロール
（巡視）
	・日常的に車両等により巡回し、職員が目視できる範囲内で行う点検（パトロール）
・施設の不具合（劣化・損傷、不法・不正行為等）を早期発見、早期対応するための巡視

	定期点検

	・出水期前に行う近接目視点検（定期点検（河川管理施設））
・河道の状況を把握するために行う定期横断測量（定期点検（河道管理））など

	詳細点検
	・河川の専門的な知識を有するコンサルタント職員が実施する近接目視調査（定期詳細点検（河川管理施設））
・災害時や事故発生時など、専門的知識や資機材などを必要とする点検（調査）

	緊急点検
	地震や台風、集中豪雨等の災害や社会的に大きな事故が発生した場合に必要に応じて実施する点検



３）点検の実施
点検業務については、法令や基準等に則り、施設管理者として、施設の供用に支障となる不具合を速やかに察知し、常に良好な状態に保つよう維持・修繕を促進する観点から、施設の状態を継続的に把握し、施設不具合に対して的確に判断することが求められる。
そのため、直営（府職員）で実施することを基本とするが、より詳細な点検が必要な場合や調査の専門性、実施難易度等を考慮し、効率性などの観点から、コンサルタント等の調査業者による点検が望ましい場合は、委託により実施する。

表 ４－２　点検の実施主体
	点検業務種別
	実施主体

	日常パトロール
（巡視）
	・府職員が実施

	定期点検

	・定期点検（河川管理施設）は府職員が実施
・定期点検（河道管理）は専門知識と経験を有する専門企業等への委託により実施

	定期詳細点検
	・専門知識と経験を有する専門企業等への委託により実施

	緊急点検
	直営による初動確認（目視等）が基本
・専門性や実施難易度等を考慮し、委託による点検が必要かを判断



４）点検業務における留意事項
①緊急事象への対応
・同様な施設、周辺環境であれば、同じような不具合が多かれ少なかれ発生する恐れがあることから、一つの不具合が発生した場合には、その情報を本庁各課から速やかに各事務所に発信して情報共有を行うとともに、同様な箇所を重点的に点検するなど緊急点検による水平展開を実施する。
・不具合が発生した際、不具合事象の原因究明を行うだけでなく、不具合の事例を蓄積し、再発防止に努めるとともに、将来の予見に活用するなど効率的・効果的な維持管理につなげていく。

　　　②点検
○致命的な不具合を見逃さない
・老朽化や使用環境、構造等により致命的な不具合が発生する可能性のある箇所、構造等を、河川カルテ等を用いて明確にする。
・施設の劣化や損傷等により人的・物的被害を与える、またはその恐れを生じさせると予想される箇所、構造等を把握する。
・既往災害の被災事例等に習い、災害を誘発する可能性のある箇所は、定期点検等によって確認する。
・計画流量を流下させるため、定められた堤防天端高さが確保されているかどうかを確認する。
○致命的な不具合につながる不可視部分への対応
・護岸背面等の不可視部は、非破壊調査（レーダー探査等）による手法を検討するとともに、定期詳細点検時にコアボーリングなど点検方法により確認を行う。
・空洞化が確認された場合は、河川カルテを用いて、河川特性や護岸構造、築造年等が同様の施設の確認等を検討する。
○維持管理・更新に資する点検およびデータ蓄積
・予防保全の拡充、最適な補修・補強のタイミング、更新時期の見極め等に必要となる点検およびデータ蓄積について明確にする。
・河床変動予測や、鋼構造物の腐食などを予測するために取得すべきデータについて明確にする。
○点検のメリハリ（頻度等）
・法令に定められた点検頻度を最低限度として、周辺の都市利用状況だけでなく、施設の劣化状態など河川特性に応じて河川毎に点検頻度を設定するなど、点検のメリハリを考慮した点検計画を策定する。

５）今後実施すべき調査
　点検業務における留意点等を踏まえ、今後は下記の調査等も実施していくものとする。
　　　①天端高調査
　　　　　河川が計画洪水流量を確実に流下させるためには、堤防が定められた形状を維持する必要があり、特に天端高さが確保されているかどうかが重要である。
　　　　　そこで、改修等により堤防を新たに築造した区間については、日頃より特に注視して堤防天端の状況確認を行い、沈下等が疑われる場合は天端高調査を実施する。
　　　　　また、堤防築造から相当年が経過している区間については、急激な沈下等は想定しにくいことから、定期点検により堤防天端の状況を確認し、沈下が疑われる場合には天端高調査を実施するものとする。
　　　②河床変動予測（データ蓄積後に実施）
　　　　　護岸損傷、崩壊の原因は河床低下によるものが主であると想定されるため、河床の変動を予測し、河床洗掘が進むと想定される区間においては事前対策を施すことが効果的である。
　　　　　しかしながら、河床変動予測をすべき河川や区間を選定するためには、経年的な河床高計測により河床の変動傾向を把握する必要があることから、まずは、現在継続的に実施している定期横断測量（定期点検（河道管理））によるデータ蓄積をさらに進め、洗掘傾向が著しい河川、区間を把握する。
その上で、河床変動予測すべき河川を選定するとともに、最適な解析手法の検討を行うこととする。
　③非破壊検査
　　　　　近年、護岸背面の空洞化により護岸が崩壊する事例も見受けられることから、護岸背面の状況を確認する必要がある。このため現在、定期詳細点検時には空洞化が疑われる箇所はコアボーリングによる調査を実施しているが、コアボーリングを行う場所を特定させることは困難な状況である。
　　　　　コアボーリングを行う前に空洞箇所を把握できれば、効率的な点検を行うことができるため、今後はレーダー探査などの非破壊検査により空洞箇所を特定させるなど、検査手法を確立させ、実務に反映させる。
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写真４－１　コアボーリング、カメラによる空洞化調査

　　６）点検の実施方針
　　　　今後の点検の実施方針は下表のとおりである。
表４－３　今後の点検の実施方針
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（２）　診断・評価
１）　評価手法の向上
現在の評価基準は、P13「2.2(2)評価の現状」に示す通り、明確な判断基準ではない。このため、点検結果等の診断・評価については、バラつきの排除や質向上の観点から、診断評価する職員の技術力を担保することや、定量的に診断・評価する場合においては、主観を排除し、客観的に判断できるよう適切に診断・評価を行うための仕組みが重要である。
　　　　今後は図４－４、図4―５に示すような損傷毎の判断基準を作成していくこととする。
表４－４　他機関の損傷度判定基準の例（１）
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（一社）建設コンサルタンツ協会近畿支部　河川護岸維持管理マニュアル（案）を参考に一部改



表４－５　他機関の損傷度判定基準の例（２）
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　　　２）技術力の向上
　　　　定期詳細点検など点検を委託する場合、業務委託先が実施した点検結果を職員がチェックすることとなるが、職員が損傷の程度によって“不具合箇所のイメージを持って”点検結果を確認することが大切であり、誤った点検結果があればすぐに気付くことができる経験と技術力を、継続的に確保することが重要である
　　３）体制の確保
　　　　点検を実施する職員と、その点検結果を評価する職員では必要なスキルが異なる。点検はチェックシートなどを活用すれば、概ね機械的に実施することができる一方、評価を行うにあたっては、損傷している構造物が治水上重要な構造物であるか、外力が加わるものであるか、損傷の原因が何であるかなど、高度な知識と経験を必要とする。
　　　　このため、点検、評価、設計の一連の流れの中で、各段階において参画すべき職員を選定し、その体制を維持していく必要がある。
　　　　現在の点検から工事実施までの体制等については、表４－６の通りである。

表４－６　点検～評価～工事実施までの体制
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　　　　修繕工事を実施するかどうかの判断は、主として損傷度判定によって左右されるが、この判断（判定会議）では、経験と知識を有する各事務所の幹部クラスが参画していることから、今後も現在の体制での評価を継続していくこととする。

（３）　データ蓄積・管理・活用
　１）データの蓄積・管理
点検結果や河道管理等、様々な点検データが蓄積されているが、これらを別の媒体で管理するのではなく、一元的に管理することが重要である。現在は、点検データを蓄積している建設CALSシステム（図４－４）と、各河川の特性を記載している河川カルテは連携できていないが、今後は情報の一元化が図られるよう両データの連携手法を検討する。また、データの一元化は技術者間での引継ぎ、継承にも有用である。


[image: ]図４－○　建設CALSシステムへの入力事例
















図４－４　建設CALSシステムの入力例

２）データの活用
一般的には、同じ年代に作られた構造物は同じような劣化傾向にあるが、河川の場合は流水による影響や河道特性等によっても劣化の進行が異なる。護岸の崩壊等、重大な事象が発生した場合には、河川カルテを活用して、同様な施設を把握し、点検等への活用につなげていく。
また、修繕工事を実施した場合は、修繕後に期待した効果が得られているかを確認することが重要であるため、写真撮影等により経過を確認し、以降の維持管理に活用していく必要がある。しかし、修繕箇所すべてを日常的に確認することは困難であることから、定期点検において、補修完了箇所の状況を確認するなど、簡易な手法を検討する。









　4.3　施設の特性に応じた維持管理手法の体系化
（１）維持管理手法の設定
安全性・信頼性やLCC最小化の観点から適切な維持管理手法や最適な補修時期を導くために、点検結果を踏まえた損傷の程度（損傷度等）などデータの蓄積状況、施設の特性（材料、設計基準（設置時の施工技術）、使用環境、経過年数、施設が受ける作用など）や影響度（施設の利用状況、不具合が発生した場合の社会的影響や代替性、補修・更新コスト、防災上の位置づけ等）を考慮し、施設毎の維持管理手法を設定する。

（２）維持管理手法の設定にあたっての留意事項
１）予防保全（状態監視型）
・コンクリート構造物等、ほとんどの河川管理施設は劣化予測が困難であるため、点検結果等により劣化や損傷等の変状を評価する。
・技術の進展等により劣化予測手法が確立されたものは予測計画型に移行する。
・状態監視型では、補修・部分更新等の見極め等について、施設の特性や評価技術等を考慮し、その評価基準を明確にする。
２）予防保全（予測計画型）
・河川の鋼矢板護岸などは、蓄積した点検結果データ等を基に劣化を予測可能なことから、予測計画型を基本とし、今後、劣化予測手法の検討を進める。
・河道の堆積・洗掘については、土砂の堆積状況等、予測に必要なデータの蓄積を進め、河床変動予測手法を検討する。
３）事後保全
・河川管理施設は洪水等予測が困難な事象を対象としていることから、急激な河床洗掘による護岸崩壊等の災害が発生する場合がある。これら不測の事態により施設の機能が失われた場合は、事後保全により対応する。














（３）施設別の維維持管理手法
　　留意事項等に沿って選定した施設別の維持管理手法を以下に示す。なお、状態監視型については現在と同じ維持管理手法であるが、今後は評価基準、補修時期を明確化した状態監視型を目指す。

表４－１２　施設毎の維持管理手法
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凡例　　○：現在の維持管理手法　●：目指すべき維持管理手法
災害等、結果的に事後保全となっている場合があることから（ ）を記載している



　　　施設毎の今後の維持管理手法の考え方は、下記の通りである。

　　　１）堤防・護岸、特殊堤（コンクリート）、堰・床止工
　自然の営力により河道が変化して堤防・護岸等種々の施設の安全性に影響を及ぼすことは、河川管理の特質である。そこで、河道と施設の状況を一体的に河川カルテで把握し、一連区間の河道と施設を一体的な河道システムとして捉え、維持管理を進めていかなければならない。
　　　　今後は、河道と施設の状況、さらには背後地の状況をまとめた河川カルテを活用し、要点検箇所の重点化を図り、状態監視型の維持管理を行うとともに、併せて、損傷要因の大きな要素である河床変動の予測手法の検討を進めていく。
　　　　また、損傷の状態から補修タイミングの判断において、これまでは点検者の判断によるばらつきが多いことから、判断基準の明確化を図るべく、維持管理データを蓄積し、損傷度判定の精度を高めていく。
　　　　さらに、河川巡視時に、土地利用変化や周辺の開発状況等を勘案し、設計時以上の荷重が構造物にかかっていないかを引き続き、注視していく


２）特殊堤（鋼構造）《腐食》
　　　　鋼材の劣化については、点検結果（肉厚調査）の経年変化により設計肉厚（腐食代）の残存寿命を推定することが可能であることから、予測計画型の維持管理手法が考えられる。
　　　　この方法は分かりやすく、顕在化した事実より将来を予測できることが長所であるが、設計時の肉厚（腐食代）が不明な場合に肉厚（腐食代）を仮定しなければならないことから、今後は肉厚調査を実施していく必要ある。また、著しく腐食が進行している場合には、腐食発生箇所で現肉厚での応力計算を行うなど設計耐力の照査を行い、必要に応じて、補強の検討を行っていく。

３）河道
　自然の営力により河道が変化して堤防・護岸等種々の施設の安全性に影響を及ぼすことは、河川管理の特質である。そこで、河道と施設の状況を一体的に河川カルテで把握し、一連区間の河道と施設を一体的な河道システムとして捉え、維持管理を進めていかなければならない。
　今後は、河川カルテを活用した状態監視型の維持管理を行うとともに、併せて、データ蓄積を行い、河床変動の予測手法の検討を進め、繰り返し土砂が堆積するような区間では縦断勾配の見直しなど、抜本的な対策を検討していく。
　また、繁茂した樹木は、河積阻害や護岸への影響が想定される場合、伐採を進めるとともに、河道内の樹木が繁茂する要因は河道の2極化であることから、定期的な河床整正等の実施を検討していく。

４）地下河川・地下調節池  
地下河川・地下調節池はコンクリート構造物が多いことから状態監視型による維持管理を行う。ただし構造物の配置上、再構築不可能な構造物であることから、損傷・劣化への早期対応を基本とした、状態監視型による維持管理を行う。
　　　　












（４）管理水準の設定
１）管理水準の設定
　　　　河川管理施設は防災施設であることから、その機能を常に維持し続ける必要があり、施設の損傷等により治水機能を失う前に補修を実施しなければならない。
　　　　今後、劣化判定基準を作成していくこととなるが、この判定基準を用いて、目標とする管理水準を設定していく。
　　　　他機関の損傷度判定表を基に、表４－５に「目標管理水準」、「限界管理水準」の例を下表に示す。なお、下表は事例を表したものであり、今後、損傷種別毎に表を作成し、管理水準を設定していく。
目標管理水準
限界管理水準
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図４－５　目標管理水準、限界管理水準の設定案

　　　２）劣化予測の方法
　　　　鋼矢板等の鋼構造については、劣化予測をするための肉厚の減少量等のデータが蓄積されてきていることから、今後、劣化予測手法の検討を進めていくとともに、LCCが最少となる管理水準の設定を行う。また河道については、過去より横断測量を実施してきているが、未だ十分なデータが取得できていないことから、今後も引き続きデータの取得を進め、予測を行う河川、区間の選定や、予測の精度やコスト等を勘案した、最適な予測手法の検討を進めていく。

　　　３）更新時期の考え方
　　　《今後、部会にて議論を進め、詳細を記載する。》
　　４）施設の寿命
　　　施設の劣化、損傷は、出水等の自然環境の影響を受けるため、寿命を一律に定めることはできない。しかしながら、更新の検討を行うための一つの目安として、公会計（減価償却の観点）などの考え方があるため、参考に表４－８に示す。


表４－８　寿命の考え方
	分野
	施設
	寿命の考え方（単位：年）

	
	
	公会計上
	国の基準等
	使用実績
	設計供用期間（目標期間）

	河川
	堤防・護岸（特殊堤除く）
	30
	―
	―
	50

	
	特殊堤（コンクリート）
	無筋：30
有筋：50
	―
	―
	50

	
	特殊堤（鋼構造）
	25
	―
	―
	50

	
	堰・床止等
	30
	―
	―
	50


上記の年数を超過しても機能を維持している施設は多くある。
使用実績については、今後調査を進め記載していく。
設計供用期間はISO2394による。
























　4.４　重点化指標・優先順位の考え方

限られた資源（予算・人員）の中で維持管理を適切かつ的確に行うため、府民の安全を確保することを最優先とし、施設毎の特性や重要度などを踏まえ、不具合が発生した場合のリスク等に着目（特定・評価）して、点検、補修などの重点化（優先順位）を設定し、戦略的に維持管理を行う。以下に、基本的な考え方を示す。

（１）　基本方針
①　府民の安全確保
施設の劣化、損傷が極めて著しく、施設の機能が確保されないと想定され、府民の生命・財産への影響が懸念される場合は最優先に実施する。

②　効率的・効果的な維持管理
河川管理施設は防災施設であり、府民の生命・財産を守る施設である。各施設が損傷等した場合には、府民への影響の大きさが各施設で異なることから、損傷度と影響度を考慮して、優先順位を定め、効率的・効果的な維持管理を行っていく。
ただし、他の事業（工事）等の実施に併せて、補修、更新を行うことが、予算の節約や工事に伴う影響を低減する等の視点で合理的である場合には、総合的に判断するなど柔軟に対応する。

（２）リスクに着目した重点化
施設の維持管理のリスクは、劣化や損傷等の状況と社会的影響度を勘案するものとし、発生した場合の社会的な影響が大きいほど重大なリスクとして評価する。具体的には、損傷度のランクと、不具合が起こった場合の人命や社会的被害の大きさとの組み合わせによるリスクを、図４－６、図４－７のように２軸で評価し、重点化を図っていく。













　　①老朽化護岸、河床洗掘の優先度評価
　　　《健全度》
・損傷度ランク（a～cランク）
《社会的影響度》
✔河川特性
・堤防形状（天井河川・築堤区間・掘込区間）
・損傷しやすい箇所（水衝部、被災履歴等）
・損傷位置（高水護岸、低水護岸）
・護岸への輪荷重負荷（管理用通路の公道兼用有無）
✔周辺への影響
・人家隣接（護岸崩壊に連動し人家へ影響）
・地先の危険度（浸水被害が発生する破堤・越水点）
応急対応
優先対応
優先対応
経過観察
順次対応
優先対応
経過観察
経過観察
経過観察
健全度
良
悪
大
社会的影響度










小


　図４－６　老朽化護岸、河床洗掘の優先度評価

　　　優先対応：次期出水期迄に応急対応を完了し、その後対策を実施する。
　　　順次対応：速やかに詳細な調査を行い、概ね3年を目途に対策を実施する。


　　②堆積土砂の優先度評価
《河積阻害率》
・河積阻害率ランク（a～cランク）
《社会的影響度》
✔河川特性
・堤防形状（天井河川・築堤区間・掘込区間）
✔周辺への影響
・人家隣接（護岸崩壊に連動し人家へ影響）
・地先の危険度（浸水被害が発生する破堤・越水点）

経過観察
順次対応
優先対応
経過観察
経過観察
順次対応
経過観察
経過観察
経過観察
河積阻害率
小
大
大
社会的影響度










小


　図４－７　堆積土砂除去の優先度評価

優先対応：概ね3年を目途に事業着手する。
　　　順次対応：概ね５年を目途に事業着手する。

　4.５　日常的な維持管理の着実な実践
日常的な維持管理では、施設を常に良好な状態に保つよう、施設の状態を的確に把握し、施設不具合の早期発見、早期対応や緊急的・突発的な事案、苦情・要望事項等への迅速な対応、不法・不正行為の防止に努め、府民の安全・安心の確保はもとより、府民サービスの向上を図る。
また、施設の適正利用を図る、日常的にきめ細やかな維持管理・修繕作業を実施する等、施設の長寿命化に資する取組を日常的な維持管理の中においても実践していく。
さらに、多くの府民等に河川管理施設の維持管理に関して理解と参画を促すため、都市基盤施設の保全や活用する機会を提供し、府民や企業等、地域社会と協働、連携した維持管理を推進する。（アドプトリバープログラムなど）
これらの取組を着実に実践していくために地域や施設の特性等を考慮し、創意工夫を凝らしながら適切に対応するとともにPDCAサイクルによる継続的なマネジメントを行う。
[bookmark: _Ref391808661]以下に主な日常的な維持管理業務の基本的な考え方を示す。

（１）日常パトロール（巡視）
日常パトロール（巡視）は、常に施設を良好な状態に保つよう、施設の供用に支障となるような不具合等の有無を確認し、迅速な対応につなげるとともに、不法または不正な施設の使用を防止するために実施するものである。
　　　１）実施方法
日常点検については、職員により実施することを基本とするが、平成23年度より導入している非常勤職員も有効に活用して点検を実施する。

[image: ][image: ]







写真４－２　非常勤職員による日常点検

２）点検計画の策定
[bookmark: _Ref387666522]点検計画は、各河川の利用状況等を考慮して、各河川・区間・施設等毎の実施頻度や体制等を設定し、具体的な点検計画を策定する。（事務所MM計画に相当）



[bookmark: _Ref390363352]表４－９　点検計画（例示）
	項目
	内容

	日常点検
	・コース、実施体制（巡視員の人数）
・手段（徒歩、自転車、自動車等）、携行道具
・損傷発見時の対応手順
・パトロールの記録方法　　等







３）データの蓄積・管理
日常点検で不具合などが発見された場合や、それらの対策等を実施した場合には、速やかに大阪府建設CALSシステムに記録し、対応状況を把握するとともに情報の一元化を図る。

　（２）維持管理・修繕作業
維持管理・修繕作業は、日常パトロール等の結果から、施設の不具合や規模等の現場状況に応じて、直営作業等により迅速に対応し、府民の安全・安心や快適な環境の確保に努めるものである。
また、施設の特性や点検結果などを踏まえて、直営作業等により長寿命化に資するきめ細やかな維持管理・修繕作業を計画的に推進する。
1）　留意事項
維持管理・修繕作業を実施する際には、以下の内容に留意する。
・損傷している施設や損傷の恐れのある施設などに対し、迅速な応急復旧や第3者被害等を未然に防止するための予防措置を行い、安全を確保する。
・すぐに対応が出来ない場合は、看板等による注意喚起などを行い、府民の安全確保・信頼の確保に努める。
・施設の清掃や除草は周辺の状況に応じて、施設の機能や環境を損なわないよう維持管理する。
・不法投棄等を防止するために、柵等を設置するとともに、美化活動（清掃、啓発等）を行い、環境の保全に努める。
・比較的小規模で簡易な作業を行うことで、機能回復は期待できないものの劣化を抑制することができる場合がある。このような作業を選定し、計画的かつ継続的に実施することで長寿命化に努める（例：小規模なクラック補修等）。

2）　維持管理・修繕作業計画の策定
維持管理・修繕作業を効率的・効果的に実践するために、事務所は、日常的に実施する作業について、具体的な維持管理・修繕作業計画（表 ４－１０参照）を策定する。




表 ４－１０　維持管理・修繕作業計画（例示）
	項目
	内容

	維持管理・修繕作業
	・応急対応および日常維持管理修繕作業の実施
　緊急体制の確立（緊急連絡網）維持管理修繕作業計画
・清掃、除草、美化活動（清掃・啓発等）の作業計画
・長寿命化に資する維持修繕作業計画



（3）府民や企業等、地域社会と協働、連携した維持管理
大阪府では、アドプトプログラムなどを通じ、府民とともに都市基盤施設を守り育てていく取組を行っている。これらの普及により地域の河川などに愛護心が醸成され不法投棄や落書き等の抑止につながっている。さらに、これらの取組等からコミュニティが形成され、災害時の互助、共助意識が醸成されるなど地域防災力の向上にもつながる事例が見られる。
引き続き、美化活動（アドプトリバープログラム、クリーンリバープロジェクト等）、や点検・パトロールなど日常的な維持管理への府民等の参画など公共空間の保全と活用する機会をより多くの府民等に提供し、府民や企業等、地域社会と協働、連携した維持管理を推進する。
また、これらの取組や活動のモチベーションを維持し、継続していくために参加団体などへの意見等を聴取し、より継続的に活動できるよう工夫する。

（４）PDCAによる継続したマネジメント
効率的・効果的に日常的な維持管理を着実な実践していくために、実施状況等を検証、評価し、改善する等、毎年度PDCAサイクルによる継続したマネジメントを実施する
1）実施状況の検証
パトロール報告結果より、パトロールが計画に基づき、有効に実施されたかどうかを確認する。
2）不具合等発生状況の検証
「大阪府建設CALSシステム」に蓄積されたパトロール結果より、河川・区間・施設等毎に不具合の発生状況を評価し、重点化方針の再評価を行う。
3）対応成果の検証
不具合の発生状況に対し、管理瑕疵や苦情・事故等の発生状況を集計し、パトロールでの発見状況を対比したうえ、パトロールの成果を評価する。成果が上がらない場合には、課題を解決するための改善策をパトロール以外の方法も含めて検討する。







※以下の項目については、今後、部会による議論を踏まえて追記していく。なお、６．維持管理の仕組みづくりや、７．維持管理マネジメント体制など、各分野部会ではなく、全体検討部会で議論すべき項目については、河川分野のみに該当する内容があった場合にのみ記載する。

4.6　維持管理を見通した新設工事上の工夫
4.7　新たな技術、材料、工法の活用と促進策
5．維持管理・更新コストの見通し
6．持続可能な維持管理の仕組みづくり
7．維持管理マネジメント体制
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時間計画型 状態監視型 予測計画型

堤防・護岸（特殊堤を除く） （○●） ○●

特殊堤（コンクリート） ○●

特殊堤（鋼構造） ○ ●

堰・床止等 （○●） ○ ●

河道 （○●） ○ ●

地下河川・地下調節池 ○●

船着場 ○●

砂防堰堤 ○●

急傾斜施設（擁壁・法枠・アンカー） ○●

地すべり施設（集水井・横ボーリング・杭・

アンカー・法枠）

○●

均一型フィルダム ○●

中央心壁型ロックフィルダム ○●

分野 施設

維持管理手法の選定

事後保全

予防保全

河川


image48.png
k-

SRR FRETRIRRR ARERRE OF BMIEHULTVS @MIERL, BR LM E
&) (RE, WAE N EMETEEEE (COTEMMEmN HU., @AmhE
HMEUTUBIREE  AERIBLTUERLMR  RIBLTVSIRAEE WCRIBL TWSIRAER
23
VUEIN

BREFEBERHR BRERIR#L0 SHCERAUET BRCERAET BIKES £EXE
HNEHELOUEIN AN (EAMMR ARAELERES KEASB, BFS #OTWSHEE
1.0mmEL F) BOVUEIN ('Y MmICEREDHZIV
4 1.0mm 1) UEln (Eh' i
1.0mm k)




image49.jpeg




image50.jpeg




